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Cま じ め δこ

産業界の情 報ネ ッ トワーク化 の進展 に伴 い、企業間において受発注取引を始 めとす る電子 的な

デー タ交換(EDI:ElectronicDataInterchange)が 活発 にな って きてい る。 当協 会で は

EDIの 円滑 な推進 に不 可欠 となる通 信プ ロ トコル、 ビジネ スプ ロ トコル等 の各 種の取決 めの

標準化やルール化 に取組 んでい るが 、 これの一環 と して、平成元年3月 、法律専門家及 び企業等

の実務家 によ る電子取引調査研究委員会 を設けて 、主に法的側面 か ら電子取引の実態把握 と問題

の分析、対策 の検討を開始 した。

平成元年度 において は、受発注 の成立過程を中心 と して 、実態調査及 び問題 の検証等を行 った。

この報告書 は、その状況を中間報告 としてとりまとめた もので あ る。 この テーマに関 して は、次

年度 に引 きつづ き問題の分析 と、契約 の在 り方や留意事項 などの検討 を行 う予定で ある。

最後 に、本調査研究の実施 にあた って ご協力を頂 いた委員 を始 め、関係各位に対 し、深 く感謝

の意 を表 します。

平成2年3月
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企 業 間 の 電 子 取 引 の 実 態

(一 受発注の成立過程を中心として一)

1.調 査の視 点

当協 会では、企業 間のオ ンライ ン ・データ交換 による受発注取 引(以 下 「電子取 引」 と言 う)

の普及促進 を図 るため、従来よ り協会内の産業情報化推進 セ ンターを中心 と して 、 ビジネ スプ ロ

トコルの標準化 など、主 に技術的、業務的側面の調査 ・研究 を進 めて きたが 、 これ と併行 して平

成 元年3月 よ り新 たに電子取引調査研究委員会を設 け、電子取 引に関 し、法的側面か らの検討 を

行 いなが ら実務のパ ター ン、ニ ーズに応 じた契約 の在 り方や留意事項な どを まとめ る作業に着手

した。

平成元年度において は受発注の成立過程を中心 とす る調査 ・検討を行 う計画 とな ってお り、元

年7月 か ら11月 にかけて、電子取 引を実施 してい る企業 など20社 に対 し、取 引の仕組 みや実態 に

関す る ヒヤ リング調査 を行 った。

調査 ・検討 の視点 を整理す ると次の よ うな事項 を挙 げることがで きる。

① 受発注 に始 まる商品、部品、原材料の売買取 引やサ ー ビスの提供取 引は、出荷指示 ・納品 ・

検収 ・サー ビスの履行等を経て代金請求 、決済 となって完結す る。 この プ ロセスの中には情報

の流れが含 まれて いる。オ ンライ ンによ る情報処理 は受発注 よ り始 まって次第 に物流、サー ビ

ス流以外の その他の情報の流れを対象 と して拡が りつっある。 この よ うな動 きの中で、発注書

や手形の比重 は漸次減少 して いる。

オ ンライ ンによ る受 発注取引は意思 の伝達 とい う本質 にお いて、文書や電話 による受発注 と

共通性 を持つが、意思伝達の手段 が コンピュー タ端末への入力 と通信 回線 による伝送、及 び必

要に応 じVANサ ー ビスの利用 によるという点 に特異性を持 ってい る。 そのよ うな特異性か ら、

端末へ の入力 ミスやプ ログラム ミス、回線の障害、 システ ムダ ウン、デー タの消去 ・改ざん と

い ったオ ンライ ン情報処理 に伴 う トラブルの可能性を生 じる。

上記の よ うなオ ンライ ン取引に特有の問題 を未然 に防止 し、また問題が生 じた場 合に、いかに

事故を修復 し、事故 によって生 じた損害を取 引当事者や システム関与者 の間で適切 に配分す るか

とい うことは重要 な課題であ る。 しか し、検討 を要す る課題 はそれのみ に とどま らないと考え ら

れ る。

② 受 発注の多種少量化、頻度の増大、納期の短縮 とい った発注の態様や 内容の変化 は、発注手

段の電子化、オ ンライ ン化 を もた らす とともに、このよ うな発注手 段の変化が逆 に発注態様な

どの変化 を加速 してい る。

発注手 段の電子化 に伴 って生 じた発注態様な どの変化 によ ってどのよ うな問題が新たに生 じ
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表1調 査対象企業 における電子取引の概要

業 種 電子化対象業務(取 引) VAN利 用の有無

〔製造業〕

電子機器A社 電子部品仕入れ(発 注) 有 り

電子機器B社 電子部品仕入れ(発 注) 有 り

電子部品A社 電子部品販売(受 注) 有 り

電子部品B社 電子部品販売(受 注) 有 り

製 鉄 鋼材販売(受 注) 無 し

資材仕入れ(発 注) 無 し

金 型 部 品 金型部品製造販売(受 注) 一部有 り

石 油 化 学 合成樹脂販売(受 注) 無 し

繊 維 製 品 アパ レル製品販売(受 注) 有 り

日用品雑貨A社 日用品雑貨販売(受 注) 有 り(業 界VAN)

日用品雑貨B社 日用品雑貨販売(受 注) 有 り(業 界VAN)

〔輸 送〕

海 運 定期船、不定期船による輸送(受 注) 有 り

〔流 通 〕

商 社 繊維製品(糸)等 の仕入れ(発 注) 無 し

スーパーマーケットA社 食品 ・日用 品雑貨仕入れ(発 注) 有 り

スーパーマーケットB社 食品 ・日用品雑貨仕入れ(発 注) 有 り

家 具 販 売 家具仕入れ(発 注) 有 り(業 界VAN)

日用品雑貨卸 日用品雑貨販売(受 注) 有 り

日用品雑貨仕入れ(発 注) 有 り(業 界VAN)

家電機器小売 家電機器仕入れ(発 注) 有 り

眼 鏡 小 売 眼鏡 レンズ仕入れ(発 注) 有 り(業 界VAN)

〔その他〕

証 券 注文を受けた証券の売買(発 注) 無 し

顧客か らの証券売 買の注文(ホ ーム トレー ド・受注) 無 し

集 金 代 行 無店舗販売代金の代行決済のための 無 し

デー タ収集(デ ータ受領)
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てい るか、また電子化以前 にお いて潜在化 して いた問題が どのよ うに重な り合 っているか を法

的視点 に立 って総合的 に検討 し、当事者の合意 などによって適切 に解決す る方法を見出す こと

が必要視 され る。

以上 のよ うな視点か ら、まず受発注の成立過程を中心 と して調査対象企業の実態把握 を試み た。

以下 は調査 の概要であ る(表1参 照)。

2.電 子化 のメ リッ トと条件

オ ンライ ンによる受発注データの送信取引がなぜ行われ るよ うにな ったか、その主 な理 由は次

の三つの点 に集約 され る。

① 商品、製品の多 様化、生産行程の精緻化、複雑化 に伴い、発注品 目は数十 万 アイテムといっ

た多種類 にのぼ ることが少 な くない。加えて在庫を保有す るための スペ ースや コス トは最小限

に とどめなければな らない。そのため多品種、少量の発注を頻繁 に行 う必要 性が生 じるが 、膨

大 な件数の発注を電話や ファクシ ミリで処理 していて は仕事 にな らない。そ こでデー タ伝送 な

どによるオ ンライ ン情報処理の方法によ らざるを得 な くな って いる。

② 多種類の商品や部品につ いて、必要最小限の在庫を保有 しなが ら操業を維 持す るためには、

納品や 出荷の状 況を リアルタイ ムで把握 しつっ、的確な在庫管理を行わなければな らない。そ

の よ うなキメ細 かい在庫管理 はコンピュータの利用 によって初めて可能 とな る。在庫管理の電

算化を前提 と して受発注のオ ンライ ン化が可能 とな り、また必然的な もの とな って くる。

③ 受発注 データその ものが人手を介す ることな くコンピュータによって処理 可能 な情報 とな る

ため、その後の企 業内にお ける指示 ・連絡や事 務 ・計数管理、発注 と納 品の照 合や売れ筋情報 、

欠品情報の把握 な どに役立っ こととなる。

3.電 子取引の現状

いずれの調査事例 で も、受発注取 引の電子化 は部分的な もの にとどまってい る。その理 由は、

電子化 された受 発注取 引を行 う際に、取引の相手 先企業 にも電子化を受 け入れ る態勢が必要 とな

るか らであ る。例 えば中小規模の卸店の場合、 ホス トコンピュータを用いた在 庫管理 を行えな い

限 り、発注デ ータをオ ンライ ンを介 して処理す ることは不可能 といわれてい る。 また、あるスー

パ ーマ ーケ ッ トの例 で は、小規模の仕入れ先で電子化を受け入れ難 い取引先については、これに

対す る発注分を他 の特定 の取引先に一括送信 し、その送信先 まで アウ トプ ッ トを取 りに来 させ る

とい う方法を取 ってい る。

電子 機器や電子部 品のメーカーの場合 は、下請 け発注 について もあ る程度電 子化 されて いるが、

下請け取引に関 しては個別具体的なニーズに応 じて ローカルなシステ ムづ くりが必要 とされて い
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る。

現 にオ ンライ ンで発注 している取 引先 に対 して も電子化の対 象は定番品が主体で 、試作 セ ッ ト

用 の注文品はマニ ュアル処理 による場合(電 子機器製造)が 多い。 しか し試作品 などの特注品に

ついて も、数回反復す る場合 はオ ンライ ンを介 して処理 している例(電 子部品製造)も あ る
。

電子化の阻害要因 は、相手先が大規模企業の場合 にも存在す る。例 えばアパ レル製 造での納入

に関 し、納入先がデパー トの場合はブラ ン ド商品が主体 で点数 も多 く、分類の粗い コー ド体系を

使用 している場合は、フ ァッション性の強い商品の色や素材の違いまで、絶対単品 コー ドで仕分

けることが困難であるとい う点が険路の一 つ とな っている。

その他、政 策的にオ ンライ ン情報処理 を避 けてい る例があ る。証券業の場合、セールスマ ンと

証券取 引所の間を直接 にオ ンライ ン化す ると、証券会社間の格差が表面化 し、大手証券会社が優

位 に立つ結果 となるので、顧客の注文 を聞 いたセールスマ ンは、一旦、本社株式部 に発注 データ

を伝送 し、株式部か ら改めて証券取 引所 内の分室へ発注 データを伝送す る。 その 際テープ リーダ

ー も各社が同 じものを使用す るなど
、一律 に同条件 と してい る。

また証券会社 と証券取 引所の間 も、大 口の売買注文 はス トレー トに入 力せず、証券会社の株式

部で相場 をか く乱 しないよ うに小口に分 けて、証券取引所へ電話(「 場電(ば でん)」 と呼ぶ)

で注文を出 してい る。

4.VANの 介在 と発注デ ータの流れ

調査事例では、証券会社の場合および商社 を取 引相手 と している場合 など、少数 の例 を除いて

受発注取引に関 し、VANが 介在 している。介在す るVANは 単数の場合 と発注側 、受注側それ

ぞれが指定 したVANが 介在 し、VAN間 接続 を行 う場合 とがある。なお、複数 のユーザ ーが統

一 された方式で 同一のVANを 共同利用す るケースがあ る(家 具
、 日用品雑 貨、眼鏡 など)。 ま

た、VAN会 社の性格 につ いて は、発注 また は受注企業への従属性の強い子会社 、系列会社の場

合 と、独立性の強い汎用 的なVAN事 業者の場合 とがあ る。

VANサ ー ビスの主 な もの は、 コー ド変換 な どのサー ビス とメールボ ックス方式 による配信 サ

ー ビスであ る
。発注企業の伝送 した発注 デー タをVAN事 業者 は仕 向け先別 に分類 し、 コー ド変

換な どの処理 を行 った上、VANの システム内に設 け られ た受注者側 のメール ボ ックスに保存す

る。発注デー タを受注者側の メールボ ックスに入れ 、受注者 によ るアクセス可能 な状態にお くこ

とによ って、VAN事 業者による発注データの受注者への配信があ ったと見な されてい る。

受注者側 は、一定の頻度で メールボ ックスにア クセス し発注データを取 り出す。VANの メー

ルボ ックスを利用す ることによって、発注者 は受注者の操業時間帯や休 日に左右 されず発注 デー

タを伝送する ことがで きる。 ただ し、発注デ ータを受注者側が実 際に了知 す るタイ ミングは、受
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注者側の メール ボ ックスへの アクセスの タイ ミングによ って左右され るので、緊急 の場合 は電話

で 発注す る ことになる。あ るスーパーマーケ ッ トの例で は、手書 き伝票 に基づ き電話 で緊急発注

するケースが全体の約3割 を 占めている。 また家電量販店の場合、品薄の商品などをメールボ ッ

クスで発注す ると タイ ミングが遅 れ、取 り損ないが生 じる恐れがあるため、電話で発注す る(品

薄情報 は事前 にメーカーか ら提供 されて いる)。

発注者側か ら見て、発注デ ータが受注者側に届 いた ことは、受注者か ら発注者 に対 して 、下記

のデータが送 られ ることによ って確認 され る。

① 発注 データを承諾 した とい う意味の受注データ

② 発注デ ータを受信 した とい う意味の受信確認デー タ

しか し、事例調査で は、上記① にっいて は、商社が取引当事者 とな ってい る例が四つ、② につ

いては2例(内1例 は① と重複)と 、比較的少ない。 その他の ケースで はVANの 段階で、受信

確認デ ータと配信 デー タを発注者側 に送 る例が各一つずつあ る。

調査事例の6割 に当た る12例 で は、発注データが受注者、あ るいはVANに 届 いた ことを確認

す るデ ータは送 られない。 これ らの ケースでは、発注 に当た って回線が正常に作動 して いること

が検証 され るだ けであ る。 なお、VANが 介在 している場合、発注者が発注データの流れを どの

段階 まで検 証で きるか とい う点 につ いて、発注者が確認で きうる範囲 は、発注者が直接に発注 デ

ータを伝送 した相手先 であるVANの 段階までであ って、そ こか ら先の伝送 は、発注者の確認で

き うる範 囲外にあ ると考 え られて いる。

以上 のよ うに、発注者側で発注デ ータが受注者側 に届いた ことの確認 や、発注デ ータのながれ

を検証 す ることをそれ程考慮 していない例が多い。 その理 由は、確認 や検証 を システ ムに組 み込

む ことによ って生ず る入力事務、ない しコス トの負担 と確認 などの省略によ って生ず る危険 との

比較考量 によ るもので あろ う。その背景 には、手 作業処理 の場合の文書紛 失などの危険に比 べて 、

オ ンライ ン情 報処理 を行 うことによ って信頼度がはるかに向上 してい ること、継続的な受発注取

引の場合 、伝送事故 などによ り発注デー タが届かないときは、直 ちに受 注者側か らデ ータが届か

ない旨の連絡 を期待で きるとい う事情 がある。

5.基 本契約書等

(1)基 本契約書

オ ンライ ン ・データ交換 による受発注取 引に関す る当事者 間の合意 内容は、①電子化以前 にお

け る商品売 買契約 に相 当す る部分 と、②電子化に係 る部分の二つを含ん でいる。上記① は文書や

電話、 フ ァクシ ミリによる場合 と共通性 を持 っている。

電子取引 に関 し、新 たに取 り交わされ ている契約書や覚書 は上記② に相 当す る ものか、または
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① に②を加えて修正 した ものである。電子取引 に関す る契約 書 または覚書を作成 し、または準備

中の ケースは、調査事例の うち12例 で、他 に契約書 などは無いが、当事者の一方が マニ ュアルを

作成 し、事実上 これに準拠 して実務が流 れる例が2例 ある。 これ らの うち従来か ら商品売買契約

書 のあるものは8件 、無 い ものが6件 で あ る。 なお 、電子取引に関 し、当事者 間に契約書な どは

無 く、VANの 利用に関 してのみ契約書 のあるケースが3件 あ る。

以上のよ うに契約書や覚書が作成 されていない場合 もあるが、当事者間 には実務 の仕組み に関

して何 らかの合意があ り、その合意 に基 づいて実務処理が行われている もの と考 え られ る。

(2)発 注書

原票複写による発注書 を、発注デー タ入力 と並行 して送付 している例が3件 あ る(電 子機器 ・

電子部品製造)。 これ らは過渡的に発注 書を併存 して いる例であ る。 その他 は原則 として発注書

を送 らず、データ入力のみで発注 してい る。 ただ し、下請 け発注の場合 は文書を原則 とす るケー

スや、相手側 か ら要求が あれば発注 書を送 るとい うケース もあ る。

入 力され る発注デー タは通常、品 目、数量 、納期 など限 られた事項 となるので、設計 図(電 子

機 器製造)、 船積書類(海 運)な どが別 に送 られ る場 合が ある。なお、設計図がCAD情 報 と し

て伝送 され る例 もあ る(金 型部品)。

(3)電 話 ・ファクシミリによる発注

ほ とん どの例で は、定型 的、反復的な発注は電子 デー タ入力のみによ って行われ、電話 ・フ ァ

クシ ミリの使用 は緊急発注の場合な ど、特別 なケースに限 られ る(緊 急発注の場合 は後に電子デ

ー タが入力 される)
。例外 として、電話 ・ファクシ ミリによる受発注の合意が成立 した後に、裏

付け として発注 データを送 るケースが少数あ る(石 油化学 など)。 これ は取引頻度が比較 的少な

く、取 引条件 の折衝を電話 の方が しやす いとい う事情 による もの と考 え られ、電子デー タの入力

は事後 の コンピュータによる管理の便 によるもので あろ う。

6.発 注態様 と受発注取 引

量産品の継続的発注か、特注品の発注かな ど、発注 の態様の相違 によ って事前折衝や納期管理、

欠品の扱 い、発注の撤 回 ・変更 など受発注の成立過程 の全体 にそれぞれ異 なる特徴が生 じる。

(1)量 産品の継続的発注(流 通業)

量産 品の継続 的発注の典型 的なタイプの一つ として、流通業 にお ける在庫補填の たあの発注が

あ る。すなわち商品の在庫量が一定の標準値を割 り込 んだ状況 を見なが ら、在庫の手当てを継続

的に行 うもので、スーパーマーケ ッ トにお ける日用 品雑貨や、量販店 における家庭用電気器具の

発注が これ に当たる。

単価については、あ らか じめ包括的 な合意がなされて、商品マスターに登録 され 、品 目、 ロ ッ
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ト、納期な どについて逐次 、発注デ ータが伝送 され る。 原則 として事前折衝 はな い。納期 は通常

数 日以 内で、受注者側 か らの受注デ ータ、受信確認 データは送 られない。

欠品があ る場合は、受注者側か ら電話連絡がなされ、欠品相 当分 について は後 日の受注で手当

てす るか、 その分の発注をキ ャンセル して発注者側で別 に対策 を講ず るかなどを、そのつ ど決め

るのが通常であ る(欠 品分の納期が 当初の納期よ り1週 間以上遅れ る場合は 自動 的にキ ャンセル

す るとい う取 り決めを してい る例 もある)。

その他 、欠品があ って も受注者側か ら別段、電話連絡 などはされず 、欠品の事 実 は納期前 に受

注者か ら発 注者 に送 られ る売上 データ(納 品予定デー タ)に よって通知 され るケー スや、納品 の

際に初めて欠品のあ る ことが判明す るとい うケース もある。 これ らの場合 は、欠 品相当分 をキ ャ

ンセル扱いす るか 、後 日手 当て され たときに納品す るかが あ らか じめ合意 さてい る。

発注の変更などはほ とん どないが 、二重発注 などのエ ラーデータを生ず る事故 はあ り得 る。 し

か し、そのよ うな場合 も、量が異常 に多 い場合 は別 と して、通常 は発注の撤回 ・変更な どの措 置

は取 らず、そのまま納品 して後 日の受発注で調整す る場 合が多い。

(2)量 産品の継続 的発注(メ ーカー)

量産 品の継続的受発注 であ って も、 メーカーにおける部品や原材料の受発注の場 合は、前述(1)

と共通 の面 もあ るが、異 な る特徴があ る。すなわちメーカーの場合 は、生産計画 に合わせて適切

な量の部品や原材料 を適 時に確保す ることが必要 となる。納期送れや欠品の生ず る ことは、場合

によっては生産 ライ ンを停止 させ ることに もつなが り、重大な損失 の原因 とな りうる。 したが っ

て 、発注に先立つ事前折 衝 と納期管理が重要な意 味を持つ こととなる。例えば次 のよ うなケース

が ある。

① 長期 レンジで単価 と数量を ロ ッ ト単位で内示 し、さ らに具体的発注 に当た って も納期照会 を

経 て納期指定 を行 ったうえで、発注 は数量 データのみを一定の時間帯 ごとに入力す る(発 注量

は複数の取 引先 に対 して一定の発注比率で行われ る)。

② 品目、数量 、納期 などについて受注者側 と折衝合意 の上 、向 こう3ヵ 月分の発注計画を発注

者側で入力、受注者側 に異議があれば電話で折衝 しなが ら、さ らに1ヵ 月後、次週 と段階的 に

納期 と量を確定す る(以 上、いずれ も電子機器 メーカーによ る電子部品の発注)。

その他 、事前折衝 の例 として は、輸 出にっいて は4半 期 ごとに包括合意 し、月単位で受注 し、

国内取 引については月単位で包括合意の うえ個別 に受注(鋼 材……商社を通 じての受注)、 また、

取 引条件 などをあ らか じめ提示 し、合意 の うえで発注(合 成樹脂の受注、商社 によ る糸 の発注)

な どがあ り、納期管理 につ いては、納期を指定 して発注 した後、 さらに納期前 に期 日納 品の確認

を とる(電 子部品の発注)ケ ースがあ る。

発注の撤回や削減な どの必要 を生 じた場合の取 り扱 いは、発注品につ いての受 注者 におけ る生
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産 の進捗状況 いかんによ って、認 め られ る場合 と認め られ ない場合が あるが、 これにつ いては11.

で後述す る。

(3)特 注品の発注

特注品の発注に関 しては、上記(1)、(2)と異 なる扱 いが見 られ る。また、企業のニ ーズに基づ く

場合 と、消費者の注文に基づ く場合で若干 の相違があ る(表2参 照)。

表2特 注品の発注

①企業のニ ーズに基づ く場合

・電子機器 メーカーにおけ る

試作品、カスタム製品の発注

・海運の発注

・金型部品 メーカーにおける

受注生産

・大規模小売店における特売品、

アパ レル(フ ァッシ ョン)製 品

の発注

②消費者の注文に基づく場合

事 前 折衝 ・納 期 管理 の方 法

一 詳細 な事前折衝 と納期照会を重ねなが ら綿密 な納期管

理が行われ る。

一数 ヵ月前か らの予約注文を要す る。

一事前折衝 はないが、 これに代わ る もの と して数万 アイ

テムに及ぶ製品特性 の組合せ と、必要 に応 じ、設計図

等CAD情 報を用 いての発注が1日 に数千 件小 ロッ ト

で行われ る。納期 は通常2日 程度で 、納期遵守 につ い

ては厳 しい。

発注 の撤回 ・変更 に対 して は拘束性が強いが生産の進

捗状 況によっては認 め られ る。

一 事前折衝 と納期管理 が行われ る。天候不順等 によ る売

れ残 りにつ いては返 品が認め られ る。

一 事前折衝を伴 う場合(株 式売買の発注)と 事前折衝は

な く詳細 な商品特性 の組合せ によ り発注が行われ る場

合(家 具、眼鏡の特注 レンズ)が ある。納期管理 はそ

れ ぼど厳格 ではない。発注の撤回 ・変更に対す る拘束

性 はやや強い。

(後述11.参 照)

8



7.価 格 と電子取 引

受発注取引の対象 となる商品の価格 は、個 々の受発注 とは別 の場 で定 め られ、商品 マスターに

登録 されて いるとい うケースが多い。価格折衝は対面交渉や電話、 ファクシ ミリ、文書 などで行

われ るほか、オ ンライ ン端末か ら提示価格が入力されて デ ィスプ レイに表示 され るとい う方法が

とられ る こともあ る。 オ ンライ ンを利用す る場合 は口頭で折衝す る場合に比 べて シビアな価格が

ス トレー トに提示 され る傾 向が あるといわれている(中 小規模の 日用品雑貨卸の例)。

端末操作 によ り値決めを含む取引を行 う例 として、証券取引所 にお ける 「電算立会い」が ある。

この場 合 も、立会 い所 での対面取 引で は大 きな値動 きが制御 され る傾向があ るのに反 し、画面操

作 によ る電算立会 いの場 合は、価格の変動 が大 き く出やすい といわれて いる。そのため、電算立

会いは2部 上場銘柄 に限定 している(最 近 、AI・ フ ァジー技術 の導入 により、値の飛 びを防 ぐ

工夫が試み られている)。

8.受 注デ ータ

発注 に対 して受注 デー タが返送 されるの は例外的で、調査事例 の中では、受注データがお くら

れ るの は4例 だ けで、全 て商社が取引の当事者 となっている場合であ る。受注 データが返送 され

て いる例で も、価格 は別 に定 め られてお り、受注データの役割 は合意内容の確認 と入力 ミスの有

無 の検証 にあると思われ る。

一方 、大 多数の場合 は発注 データのみで納 品が行われてお り、その場合、受注 データが送 られ

ない理 由は次の点 にあ ると思 われ る。

① 価格 の決定 は別 に行われている。

② 納期 の短 い場合が多 い。

③ 受注者側で納期 に対 し異議があ った り、欠品のあるときは、その 旨を電話で連絡 し、折衝す

るのが通常であ る。欠品や納期 に関 し、調整を要する場合 は、電話 な どの口頭による折衝の方

が柔軟な対応が可能で 、受注 データ、確認 デー タのや りと りよ り も実情 にあ ってい る。なお、受

注者側 に異議があ って も、発注者側に対 し連絡が ないケースが例 外的にあ るが(前 述6参 照)、

期 日欠品分 についてキ ャンセル扱 いにす るか、後 日納品す るかの合意がな されてい るので 、特

に問題を生ず ることはない。

④ 画一的 に受注 デー タを送 ることとす ると、1日 に数千件 の受注が あるような場合、入 力事務

の大幅 な増加 とコス ト負担 が問題 とな る。 中小企業の場 合はなお さ らで ある。受注デー タには

発注 デー タのエラー検証 とい う機能 もあ るが 、画一的に受注 データを送 る ことによるコス ト増

とエ ラーデー タによる危険 ・損害 を比較考量 した場合、前者が よ り重視 され る。

以上 のよ うに、発注 データのみで納品が行われるケースが多いが 、その場合 にも納期な どに関
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して は発注者の意思だけで定 め られて いるわけで はな く、基本的 には発注 ・受注の両 当事者の合

意 に基づ き、処理 されているのが実態 であ る。

9.入 力のエラー

エ ラーの防止 について は システム的 なチ ェックが行われ る
。例 えば、発注番号(発 注伝票 の番

号 に当たる)の 重複 チ ェックによる二重発注の防止 、商品 マスターとの照合 による廃止 番号商品

のオーダーの防止 、ネ ッ トワー クセ ンター(VANセ ンター)に よる伝送 データの化 けを防止す

るパ リテ ィチェックなどが行われ る。眼鏡の業界VANセ ンターで は、特注 レンズに関 し、 レン

ズ製作範囲や納期範囲のチ ェック、発注先 メーカーが販売店 の取引先か否か(取 引 コー ドの メー

ル ボ ックスに発注デ ータを送 るか否か)な どの チ ェックを行 う。 また、受注者側がVANの メー

ル ボ ックスか ら発注データを取 り忘 れた ときは、受注者側 に対 し、VANセ ンターが アラームを

発 信するため、それほど問題 とな っていない。受発注当事者 間における休 日や営業時間のズ レに

よる トラブルは、両者の営業時間(カ レンダー)の 交換 によ って防止 されている。

しか し、 システム的なエ ラーチ ェックについては限界があ るので、 さらに確実なエ ラー防止対

策 を行 うためには、発注者側 に発注内容を再確認 させ るとい う意味での受注 データの送信が必要

となる。

個人が家庭 の端末か ら株式売買の注文 を入力す るホーム トレー ドの場合 は、エ ラー防止の 目的

か ら、発注データを直接 に取引所 へ伝送す る方式を とらず 、一旦 、証券会社の担 当セール スマ ン

が発注デー タを受 けて、注文者に対 し電話で再確認 している(そ の際、セールスマ ンの意見 も交

えて商談が行われ る)。

しか し、以上 のよ うな受 注データの送信や、電話 による発注内容の再確認を行 うケースは、例

外的 な少数の例 にとどまっている。それはエラーデータによる トラブルや損害が、企業 間取引で

は一般にそれほど重要視 されていない ことを反映 してい る。

入力のエ ラーを大 別す ると、単純 な入力 ミス(表 示の錯誤)と 原票 などの内容 的な判断の誤 り

(動機 の錯誤等)が ある。電子 機器メーカーで部品の発 注を行 っている例では、原票 に関 しては、

精密 な検討の過程で あ らゆ るチ ェックが行われ るので、まず誤 りはな く、エ ラーが発生す るとす

れ ば、入力 ミスによる ものが多 い とされてい る。一方 、スーパ ーマーケ ッ トでの例で は、エ ラー

の原因 はほとん ど原票の誤 りで 、単純 な入力 ミスは比較的僅少であ る。その他の例で は、入力 ミ

スと原票の誤 りがそれぞれわずかなが らあるが 、特 に問題視 され るほどで はない。

なお、判断の誤 りの例 として は、二重発注(欠 品 によ りキ ャンセルすべ き ものが、そのまま残

っている)・ 顧客か ら依頼 さた注文 の読み違 い(株 式売買におけ る売 りと買いの間違 い、指 し値

とな りゆきの間違 い、家具の発注にお ける色な どの間違い)、 商社 におけるユーザーか らの注文
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の誤解、 グ レー ド・品名変更 などに伴 うコー ドの ミスマ ッチ、死に筋 商品の発生(… …死 に筋商

品の発注 は、在庫補填 のための発注が コンピュータ処理 によ り機械 的に反復 して行われ る際 に、

文書で流 された死 に筋商品 に関す る情報が見落 とされ ることによ って生 じる)な どが ある。

10.シ ステム障害 による事故

システム障害 による受発注取引の事故 と して最 も多 いのは、データ伝送の時間的遅れであ る。

その他の態様 として は、二重配信 、誤配、データの化 けが あるが、事例 と しては少 な く、調査事

例20社 の うち、各1社 を数え るのみであ る。

システム障害を生 じた ケースは、VANの マシ ン トラブル、回線事故が多 く、その他、発注者

側 または受注者側のセ ンターにおけるハー ドウェアあるいはソフ トウ ェア上 の事故、回線 ・モデ

ムの容量超過や電圧超 過 によ る事故な どがあ り、また、停電、落雷 による回線上の事故があ る。

実害を生 じたケース と しては、良 く知 られた例で 、証券取引所 の システ ムダウ ンの例があ るが 、

取 り扱 いデータの ピー ク時における設定量の読み違 いという、 システ ム設計上の ミスによ るもの

であ る。その他、調査事例 では、金型部品の受注製品 にお いて、 システ ム変更時の ソフ トウェア

上のバ グによ り、発注 デー タの送信に遅れを生 じ、納期 に間に合わせ るために徹夜作業を余儀 な

くさせ られ た例がある。 この場合 は人件費増 の補償を受 けてい る。

以上の他、当事者 に実害が生 じた例 は少ない。実害が生 じた例が少ない理 由は、VANセ ンタ

ーなど関係先か ら早期 に連絡が なされたこと、継続的な受発注 の中の事故であ ったため、来 るべ

き発注 データが届か ない とか、不審なデータが届 いたため受注者側で調査 を行 った(眼 鏡 の特注

レンズ……デー タ化 けのケース)な ど、受注者側の連絡 によ り事故が発見 されてい るためで ある。

11.発 注の撤 回 ・変更

発注の撤 回 ・変更に関 して は、一般的に理 由(入 力エ ラーか、 システム障害か、事情 の変更か

など)は 一応考慮 され るに して も、あまり重視 されず 、当事者への影響 の程度や影響が大 きい場

合 の利害調整への配慮、 な らびに当事者の力関係が重要 な決定要素 となる。

一般に
、発注量を増加す る場合 は、増加分 を新たな発注分 として取 り扱 い、発注 の撤 回 ・削減

(いわゆる 「巻 き戻 し」)の 必要が生 じた場合 は、次の よ うに取 り扱 われ る。

(1)発 注者側の損害が軽微な場合

巻 き戻 しを しない ことによ る発注者側 の損害が軽微 な場合(量 、金額が軽微 な場合 、後の発注

で調整可能 な場合など)は 、巻 き戻 しを しない(当 初の発注 どお り納品を受けるか 、代金を支払

って商品 を受注者側 に処 分 させ る)。 例外的 に、数量 に関す る入力エラーにっいて は、一律 に返

品扱い とす るケースが あ る。
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(2)発 注者側の損害が軽微でない場合

巻 き戻 しを しない ことによ る発注者側の損害が軽 微 とは言 い難 い場合(量 、金額が大 きい場合、

特注 品などで転売が効かない場合)は 、そのっど受注者側 との折衝 によ り、利害を調整 して決め

る。判断の基準 として は、受注者側が メ ーカーの場合 、①製造 に着手 す る前 な ら認め る②製造仕

掛 り中で も進捗状況 によ っては認 める③製品化後で あって も転売可能 な ら認 めるな どの例がある。

受注者側が流通業であれば、出荷指示が 目安 となる。

発注の撤回 ・削減に代わ る巻 き戻 しの方法 と して、い ったん、納品を受 けて返 品する場合があ

る。 また、巻 き戻 しは認め るが 、受注者側の損害を補填す るケースや、巻 き戻 しには応 じないが 、

値引 きす ることによ り、発注者側での転売処分に協 力す るとい う例 もあ る。

(3)当 時者 間に力関係の差がある場合

当事者 間に力関係の差が大 きい場 合は、上記(2)の考え方は必ず しも適 用 され ない。例えば、中

小規模卸店 における大規模小売店 との受 注取 引の場合、事実上無条件で 巻 き戻 しの行われ るケー

スが あるといわれて いる。 なお、大規模小売店の場合、エラーデー タの処理方法 と しての発注 の

撤回 ・削減に関 して は、上記(1)、(2)の考え方 によ り、受注者側 との合意 の もとに行 われ るケース

もあ るが、それとは別に、特売やフ ァッション製品の販売に関 して は、売れ残 り品 の返品が常識

化 してい る。

(4)消 費者の意思に基づ く発注の場合

消費者 の意思に基づ く発注 の場合 も、原 則的には上記(2)の考え方が適用 され る(例 えば、家具、

株式売買の発注。後者 は場(ば)に 出す までは注文の撤回 ・変更を認 め、場 に出 した後 は一応、

撤回 ・変更の 申 し入れをするが、取 引の成 り行 きにまかせ ることになる)。 転売処分の不可能 な

眼鏡の特注 レンズの場 合は、発注後 の一定期間(例 えば30分)内 を除 き、原則 と して発注の撤回

・変更 は認めないが、具体的な取 り扱 いはケース ・バイ ・ケースで ある と思われ る。

電子取 引調査研究委員会では、以上の調査事例 を参考 として、電子取引 における問題点 を検証

しなが ら、平成2年 度 はさ しあた り、受 注の成立過程を中心 に、実務のパ ター ンやニ ーズに応 じ

た契約書類の標準化 ・類型化を行 うことを予定 して いる。 それ らの作業によ って 、今後新 たに電

子取引を始め る企業 に便宜を供す るとともに、既 に電子取 引を行 ってい る企業の実務の円滑化に

も貢献 した いと考えている。
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〔資 米斗〕 個 別 企 業 ご との 調 査 概 要

川 家 電 量 販 店

電 子 取 引 の 概 要

・家電 器具

(仕 入……発注)
・VAN経 由

基 本 契 約 書 な し(説 明会で口頭で合意)

受

発

注

の

成

立

事 前 折 衝

発注を応諾する

場合

発注者 発注データを1日2回VANへ 送る(メ ールボックスに振り分け)

受注者 メールボックスから取り出す

受注データは送らない

発注に異議ある
場合

折衝方法 電話による

修正応諾の方式 電話による合意(納 期を1週 間以上ズラす場合のみ再発注)

発 注 書 等 な し

発 注 の

撤 回 ・変 更

二重発注の場合:・ 少量であればそのまま成立、多量の場合は営業担当による交渉
・実質的に撤回を認められる場合も一旦受けて返品扱い

入 力 ミ ス

シ ス テ ム 障 害

・VANで 伝送エラーが放置された例あ り

(顧客の注文を取 り損なう……VANの 責任不問)

納 品 ・ 検 収

デー タの秘密 保持

・売れ筋情報等の秘密データはVANに 蓄積されない仕組みになっている

(VANに おける取決め)

記 録 ・ 証 拠
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(2}電 気機器製造業(A)

電 子 取 引 の概 要

・電子部品

(仕 入 ……発注)

・VAN経 由

基 本 契 約 書
な し

(EIAJ適 用の場合はあり)

(従来の売買契約書あ り)

受

発

注

の

成

立

事 前 折 衝

カスタム製品については電話、FAXで 単価、納期等を細か く事前折衝

発注を応諾する

場合

発注者 発注データを自社に設けたメールボックスに入れる

受注者 原則 として当日中に取り出す

受注データは送らない(受 信確認データのみ送 る)

発注に異議ある
場合

折衝方法 電話による

修正応諾の方式 電話で合意した修正内容で再発注

発 注 書 等

発注書:原 則なし(要 求あれば送る)

(・設計書、仕様書送る)

発 注 の

撤 回 ・変 更

二重発注、入力 ミスの場合:・ 電話で折衝、多くは後の発注で くり合わせて調整

入 力 ミ ス

シ ス テ ム 障 害

納 品 ・ 検 収

デ ータの秘密保 持

記 録 ・ 証 拠
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(3)電 子部品製造業(A)

電 子 取 引 の 概 要

・電 子部品、テー プ

(販売 ……受注)
・VAN経 由

基 本 契 約 書
覚え書あり

(従来の売買契約書あり)

受

発

注

の

成

立

事 前 折 衝

3ケ 月 、1ケ 月、1週 と段階的 にスケジュールを確定

発注を応諾する

場合

発注者 発注データをVANへ 送 る(メ ールボックスに振 り分け)

受注者 30分毎にメールボックスから取出す

受注データは送 らない

発注に異議ある

場合

折衝方法 電話による

修正応諾の方式 電話による合意

発 注 書 等

・発注書

(設計 ・仕様書送る)

発 注 の

撤 回 ・ 変 更

二重発注の場合:出 荷指示 している場合は、原則として変更に応 じない

その他の場合:撤 回、変更を認める

入 力 ミ ス

シ ス テ ム 障 害

・VANで 事例有 り

(再送依頼で処理)

納 品 ・ 検 収

デ ー タの秘密 保持

・パスワー ド、媒体保管室への入室管理

記 録 ・ 証 拠

発注書
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(4)海 上 輸 送 業

電 子 取 引 の 概 要

・海上輸送

(受 注)
・VAN経 由

基 本 契 約 書

な し

(不定期船の場合のみ従来の傭船契約書あ り)

受

発

注

の

成

立

事 前 折 衝

3ケ 月前 くらいか ら予約注文

発注を応諾する

場合

発注者 発注データをVANへ 送る(メ ールボックスに振 り分け)

受注者 毎日頻繁にメールボ ックスか ら取 り出す

受信データを送る

発注に異議ある

場合

折衝方法 電話による

修正応諾の方式 電話による合意(必 要に応 じ再発注)

発 注 書 等

・船積書類等送る

発 注 の

撤 回 ・変 更

入 力 ミ ス

・発注の入れ直 しの例がある

シ ス テ ム 障 害

納 品 ・ 検 収

デ ータの 秘密保 持

記 録 ・ 証 拠

一16一



ト

⑤ 製 鉄 業

・鋼 材(販 売……受注)

・資機材(仕 入……発注)

電 子 取 引 の 概 要
・DDX(デ ジ タル ・デー タ ・エ クスチ ェンジ)

基 本 契 約 書
有 り
(従来の売買契約書を修正)

輸出は4半 期毎に包括合意 し、月単位で発注、国内は月単位で包括合意 した後、個別に

事 前 折 衝 発注

発注者 発注データを直接受注者へ送る

発注を応諾する

受 場合 受注者 受注データを翌 日までに送る

(受信確認データも送る)

発
折衝方法 電話による 修正データを受注者へ送る場合 もある

注 発注に異議ある

の
場合 修正応諾の方式 修正内容の受注データを送る

成 ・発注書なし

立
発 注 書 等

・製造に掛かっている場合の変更や突然の変更は電話による折衝

発 注 の

撤 回 ・変 更 ・入力 ミス、プログラム ミスの場合は原則として ミスを出 した側の責任

入 力 ミ ス

・停電による出荷指示の遅れ(年2回 ぐらい)

シ ス テ ム 障 害
・1時 間以内の遅れであれば問題にならない

納 品 ・ 検 収

パスワー ドで管理、一定期間ごとに変更、その他契約による

デー タの秘密 保 持

受注 デー タのア ウ トプ ッ トをマイ クロフィルムで保存

記 録 ・ 証 拠 (データ変更の履歴 も保存)

一17一



⑥ 石 油 化 学 工 業

電 子 取 引 の 概 要

・合成樹脂

(販 売……受注)

・DDX

基 本 契 約 書
有 り

受

発

注

の

成

立

事 前 折 衝
取引条件データ、納入先データを予めメーカーから商社に送 り合意

発注を応諾する
場合

発注者 電話、FAXで 発注 し、併せて発注データを送 る

受注者 注文確認データを送 る

発注に異議ある

場合

折衝方法 電話による

修正応諾の方式 電話で合意 した修正内容で、再発注または受注者側でデータ修正

発 注 書 等

・発注書な し

発 注 の

撤 回 ・変 更

(所管部課、グレー ド、品名の変更に伴 うコー ドの ミスマッチ)

・営業部門による折衝

入 力 ミ ス

シ ス テ ム 障 害

納 品 ・ 検 収

デー タの秘密 保持

・パスワー ド管理、媒体保管室への入室管理

記 録 ・ 証 拠

データのプ リン トアウ ト又はMTで 保存
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{7)家 具販売業(共 同組合)

・家電器具(仕 入 ……発注)・VAN経 由

・家 具販売店 と家具 メーカーによる共 同受注 システム、家具販店(40社 、100店)か ら

電 子 取 引 の概 要 発注データがVANを 経て組合本部にメーカー別に集められ、メーカーがこれを取出す
・組合本部は他に、売上情報、単品在庫マスター、顧客ファイル、売筋情報(地 域別 ・

月別等の トータル情報)を 販店に提供

組合 と組合員(販 売店)の 間の商品取引契約、組合とメーカーとの覚書。(従 来基本契

基 本 契 約 書 約は、一部の規模の大きい専門店以外は締結 していない)

・メーカーは最新の商品アイテムマスターを組合の共同システムに登録、組合は登録の

事 前 折 衝 追加 ・変更 ・削除を販店に伝送
・仕入原価情報は取引のある販店にのみ送 られ、販店 ・メーカー間で適宜事前折衝

受 ・組合統一商品は全組合員に仕入原価が示され、事前折衝なしで受発注が行われる

発 ・販店 は発注 データをVANに 送 り、組合 システムで メーカー別に仕分 ける。 メーカー

発注を応諾する は1日3回 起動をかけて受信 し、60分 以内に出荷予定データを組合経由販店に送 る。

注 場合

の

発注に異議ある ・個別に折衝

成 場合

立 発 注 書 な し

・発注の撤回、変更をメーカー側で受けるか否かは受注生産の進捗状況による

発 注 の
撤 回 ・変 更 ・値引きして他に売れる場合は、返品に応 じないが値引きに応ずるという例 もある。

事例少ない
入 力 ミ ス

・VANの マシントラブルにより午前の発注データが午後の発注時にメーカー多数に2

シ ス テ ム 障 害 重配信 された例(直 ちに連絡、誤データを削除)
・システム稼働初期に瞬断を含め月に20回近いシステム障害を生 じた事例等有 り

納 品 ・ 検 収

・納品の検収(検 量、検質)が 完了 した時点で、契約が成立 した ものとして買掛金を計

上。
・EDIの 実施により、発注データと納品の照合が可能 となり、売れ筋商品の欠品率が

極めて高いことが判明した。(従 来は納品書との照合のみ。意識的に発注内容と異な

る売れ残り商品が納入されるケースが多かった。)

・販売店の顧客ファイルは、他人が覗けないよう厳重に管理。
・売れ筋情報は各店の個別性を除いた トータル情報 として組合員へ流す

デー タの秘 密保 持 ・パ スワー ドの扱いは各社の責任、アクセス制限に差等をっける例多い。例えば売れ

筋、死に筋情報は役員のみ。 ログ情報は課長等

・発注、検収データは2年 間保存、2年 経過後はMTに 吸い上げ永久保存。

記 録 ・ 証 拠 ・メーカー側 は紙 で記録 を残す。
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(8)商 社

・繊維原料 ・製品(仕 入……発注)・DDX

・総合システムを軸と して、繊維、鉄鋼、機械、化学などの部門別 システムがオンライ

電 子 取 引の 概 要 ンで結 ばれ、企業 間 ネッ トワークを構成。

・この中で繊維部門のオンライン・システムが最 も古 く(昭 和50年 開始)規 模 も部門 シ

ステム中最大。

基 本 契 約 書 有 り

・商社の営業担当者がメーカー(紡 績業者)と 折衝、発注原案について課長の決済印を

受

事 前 折 衝 と り、エ ヴィデ ンスと して入 力。

発 ・メーカーか ら原糸を売約定す る場合、メーカー(受 注者)か ら売約 データが送 ら

発注を応諾する れ、当社(発 注者)で 応諾する場合は 「OK」 のデータを送 る。

注 場合

の

発注に異議ある ・ 「NO」 の データを送 る。 メーカーか ら売 約データを修正 して再送。

成 場合

立 発 注 書 な し

・メーカー側の意図的 なカラ契約 、カ ラ出荷があ り得 る。(商 社で はチェ ック しない。

発 注 の 販売先の段階で判明する。)

撤 回 ・ 変 更

・発生の余地少ない

入 力 ミ ス

・特記例なし

シ ス テ ム 障 害

・メーカーに対する出荷指示は電話又は文書で行い、商品を出荷 した旨のメーカーから

の報告データはオンラインで伝送 される(出 荷データに誤りがあればrNO」 のデー

納 品 ・ 検 収 夕を送る)。
・出荷報告データにより当社は仕入 と売上の処理を行い、支払明細をメーカーに伝送す

る

・現状程度であれば実質的な秘密データはない。

デー タの秘密 保持

・コンピュータから出力 した帳票に捺印して保存。別にデータはMTで も保存 される。

記 録 ・ 証 拠 ・相手先企業との残高照合は紙が正本 となる。
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(9)電 気機器製造業(B)

・電子部 品(仕 入……発注)・VAN経 由

・事業所毎に資材発注を行う。電子化対象の仕入は先数300、 購入額全体の80%を 目標

電 子 取 引 の概 要 と してい る。 仕入先 は中小 メーカーが多い。
・対象は定番品が主体、試作セ ット用の注文品はマニュアル処理による場合が多い。

従来の基本契約書のほかに、データ交換規約書を作成準備中。

基 本 契 約 書

・一般的には事前折衝、内示はしない。受注者側か ら予め供給枠を提示 させる(品 うす

事 前 折 衝 な部品は半年位前に)。 当社 も通常月1回 生産計画を提示する。
・例外的に納期の短い発注をする場合は、計画の概要を示 し、時には電話等で内示注文

受 する(納 期は通常20日 くらい)。

発 ・発注データはVAN経 由、メールボックス方式。一 日のうちに取 り出す回数は相手に

発注を応諾する よ って異 なる。

注 場合 ・受注 デー タ、受信確 認デー タは送 られない。

・基本契約では5日 経過 して異議がなければ受注契約は成立 したとみなされる。

の

発注に異議ある ・電話で折衝

成 場合 ・数量削減の場合は再発注。納期変更の場合は発注データはそのまま

立 発 注 書 送 る

・エラーデータは少ないが、発注者の都合で数量削減等の変更を要する場合がある。

発 注 の ・受注側で生産着手前なら変更可能。着手後は、その製品や原材料の転売が可能か否か

撤 回 ・変 更 で変更の可否が決まる。

・事例少 ない。

入 力 ミ ス

・VANの トラブル少 ない。

シ ス テ ム 障 害 ・操作 ミスによる宛先配信の誤りの例。

・VAN会 社はは一定金額限度で責任を定めている。

・納期直前に督促 し、出荷情報の伝送を求める。
・納 品デー タは伝送 されな い。

納 品 ・ 検 収 ・発注内容と納品の乖離する例は少なくないが、入力 ミス等電子取引が原因となった例

は少な い。

・資材発注データは秘密情報として管理。特に戦略商品に関 しては、秘密保持のため部

品の分散発注を意図的に行っている。

デ ータの秘密 保持

・発注データは2年 半、検収、支払データは7年 保存 し、その後は、MTで 半永久的に

保 存。

記 録 ・ 証 拠
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側 金型部品製造業

・金型部品(製 造販売……受注)・DDX(一 部VAN経 由)

・商社か らの受注 によ り金 型部品を納入。 エ ン ド・ユ ーザ ー1万2～3千 社、商品 は15

電 子 取 引 の 概 要 万～20万 種 類。 ワ ンロッ ト3～4個 、単価平均800円 、1日 の受 注2～3千 件、受注

生産で納期は通常2日 、約10年 前か ら電子化。
・下請協力工場数社に対 してオ ンライン化を計画中。

基 本 契 約 書
有 り

・原則として事前折衝はない。

事 前 折 衝 ・例外的に数量が大口の場合や、納期を短 くする(通 常2日 を1日 にする等)場 合の

口
み、電話等で折衝す る。

又
・商社か ら1日3回 バ ッチで発注データが送 られる。受注 ・受信確認データは送らない

発 発注を応諾する (回 線 の チェ ックのみ)。

場合 ・特別注文の場合はVAN経 由、CAD情 報が送 られ、あるいは送られた図面を当社で

注 CAD情 報に直 して用いる場合がある。

の 発注に異議ある ・電話等による折衝

場合
成

立

発 注 書 な し

・受注後2時 間以内の撤回 ・変更は無条件で応ずる。(電 話で合意のうえ、当初の発注

発 注 の データを取 り消 し再発注。)

撤 回 ・変 更 ・2時 間経過後の場合 は、製造行程の進み具合によって特別料金を徴収、商社側にミス

があれば考慮に入れる。

・1日 の受注2000件 内 外の うち数件 に入 力 ミスがある。

・入力 ミスは、商社における①単純な入力 ミスか、②商社でユーザーの注文を聞き(読

入 力 ミ ス み)違 える(Tel.Fax)こ と によ って生 ず る。
・カ タログの コー ドの読み違 いは システム的にチ ェックされ る

。図面のエ ラーは同社で

チ ェックす るが 、入 力 ミスはチ ェック出来ない。

・システム変更時にソフ トにバグを生 じ、商社の発注が遅れる事故が1か 月半にわたり
シ ス テ ム 障 害 頻出した例がある。納期に間に合わせ るため夜間残業急増、人件費補償を求めた。

・通信速度を上げた際にデータが化けた例が数回有る。当社 と商社で損害を分担。

・出荷 リス トを出すが、納品書はっけない。

納 品 ・ 検 収

＼

・取引情報に関しては情報が細分化 されているので秘密性 はないと判断 しオープンにし

ている。守秘義務の契約 もない。(但 し車や家電機器のモデルチェンジを金型部品か

デー タの秘 密保 持 ら、ある程度推測できるという事情はある。)

・取引情報は大体1か 月で用済みとなる。その後は帳票類、MTの 形で保存。

記 録 ・ 証 拠
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(11)電 子 部 品製造 業(B)

・電子部品(製 造販売……受注)・VAN経 由

電 子 取 引 の 概 要 ・電子化の対象は量産品が主体であるが、特注品(試 作品等)に ついても数回反復する

場合は電子化 している。下請発注 も一部電子化。

従来の基本契約書のほか、電子取引に関 してはEIAJ標 準を参考として基本契約書を

基 本 契 約 書 作成準備中。

・当社か らプッシュする場合と先方か ら要請される場合があり、その際計画説明が行わ

事 前 折 衝 れる。その他セットメーカー(発 注側)は 段階的に計画書を作 る。

受 ・発注の内示 にっ いて は電子化 して いるメーカー もある
。

発 ・発注データは発注者側で指定 したVAN会 社3社 のメールボックスに1日 に1～2回

発注を応諾する 送 られ、当社が一定時間に取り出す。受注データは送 らない。受信確認データは例外

注 場合 として1社 にのみ送 り、その他は送 らない。

の

発注に異議ある ・電話、面談による折衝

成 場合

立 発 注 書 送 られ る(出 さない メーカー もあ る)

・生産中止、削減に伴 う発注の変更には応ずるが、生産の進捗度合いに応 じ補償を求め

発 注 の る(発 注データは変更する場合としない場合がある)。

撤 回 ・変 更 ・発注者のエラーによるダブリ発注は納品扱いとす る(納 品書を出 して、製品は発注者

側で壊す)。

入 力 ミ ス

・VAN会 社との専用線切 り換え時に回線障害(瞬 断)を 生 じたことがある。モデムの

シ ス テ ム 障 害 チ ェックで判 明。

・出荷指示は一部電子化。

・納品書っける(共 通化を希望)。

納 品 ・ 検 収 ・発注 と納品の不一致(数 量等)は あるが、電子取引が原因となった例はない。
・納品単位 ごとに検収データを貰いコンピュータでチェック、当社データとの相異点が

あればリス トアップし、営業担当が発注者に赴 き原因を調べる。(数 量、単価等)

・VANの メールボ ックスを介してデータ授受を行っているのは、直接伝送方式をとる

ことによって他のファイルを覗かれる危険を避けるためである。

デ ータの秘密 保持

・発注デー タは納品、代金支払 完了までホス ト・コ ンピュータに保存 、以後受 注デー タ

は5年 、売上 デー タは10年MTに 保 存。

記 録 ・ 証 拠 ・発注データ変更の場合は変更履歴の記録を残す。
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㈹ 日用 品雑 貨卸 売 業①

・日用 品雑貨(販 売……受注)
、(仕 入 ……発 注)・VAN経 由

・当社は中小規模の卸売業者。
・受 注先:43社(量 販店

、 チ ェー ン店等)

電 子 取 引 の 概 要 発注先:約250社(メ ーカー)… …共 同VANシ ス テム によ る。

・販売動向データの大要を共通データベースに流す。

基 本 契 約 書 ・オンライン取引に関する契約書有 り。(相 手先の書式 による)。
共通の内容は基本料金等費用負担の定め。事務処理の細目はマニュアルによる。

(事故による損失負担等にっいては、双方協議することとされており、具体的な条項

は契約書、マニュアルに定めていない)
・商品売買基本契約書はない。

原則と して事前折衝な し。

(例外)

事 前 折 衝 特売の場合は事前通知される。

但 し予告のない場合 もある。

受 ・(受 注)相 手指定のVAN経 由または小売店のセンターにアクセス

(発注)共 通のVAN経 由

共にメールボ ックス方式、アクセス日時は決まっているが相手先毎に異なる。

発 発注を応諾する 受注データは送らない。

場合 ・価格は営業担当と取引先の間で別に決める。
(事実上小売店とメーカーで決めたり、小売店から卸店に指示することもある。)

注 ・価格折衝に際 しオンラインで価格を提示され ると、当事者に力のバランスがとれてい

ない場合面談の場合よりもプレッシャーが強 く掛かる傾向がある。

の ・在庫がなければ電話で連絡 し欠品処理。

発注に異議ある

成
場合

立 発 注 書 等 ・な し

・(発 注)

発注側の撤回、変更はすべて受け入れる。

発 注 の 損害賠償を求めることはあり得ない。

撤 回 ・変 更 但 し、 メーカーに返 品で きるケ ースが多 い。
・(発 注)

発注の撤回、変更はできない。

・(受 注)

入 力 ミ ス 力関係から発注側に ミスはないという観念が前提 となっている。
・(発 注)

当社の発注 ミスはあり得るが発注の巻き戻 しはできない。

・回線故 障、VANの マ シン ・ダウ ンの例有 り。

シ ス テ ム 障 害 (発注データの送信が遅れ深夜作業で納期に間に合わせた。)
・他社に賠償を求めた事は無い。
・VANと の関係でも、受注に関 してはVANの 責任は明記されていない(量 販店 とV
ANと の間ではVANの 責任が明記されている。)
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⑫ 日用品雑貨卸売業②

・受注後翌日配送が多い。メーカーへの発注 も翌日配送が基本。
・納品伝票は受注先毎に異なる(約150種 類)

納 品 ◆ 検 収 ・請求と支払のデータ不一致のケースは多いが軽微であれば当社が負担。乖離が太 きけ
れば折半で処理。

・受発注データその他の秘密データはパスワー ドおよび端末コー ドで管理。

デ ータの秘密 保持 ・メー カーごとの製品の販売情報 はその メー カーのみ に提供。

・伝票の保存7年

記 録 、 証 拠
・データ……MTで 三年専門業者に預けて保存。
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㈹ 日用品雑貨製造業(A)①

・日用 品雑貨(販 売… …受 注)・VAN経 由

・87/4より受注先20社 との取引電子化。オ ンライン化率10%弱 。対象200品 目(共 通V

AN経 由、共同VANシ ステ ムに よる。)

電 子 取 引 の概 要 ・卸売業者に在庫品を置 くスペースがないため、小口の当座買いが増え、受注件数が増

加 して いる。
・電子化のメリット:① 受注の小口少量化への対応、②在庫確認、③手作業 ミスの排

除 。

基 本 契 約 書 ・メーカー、卸間は在来の売買基本契約書のみ。

・オンライン処理に関 してはVAN運 営会社 との間に契約書有り。

(事故の場合の責任等に関する定めはない)

・原則として事前折衝なし

(定番品は売れた分だけ補充発注される。)

事 前 折 衝
・特売等大口の場合に限り3日 ぐらい前に先行発注が行われ る。

受 ・VAN経 由、 メールボ ックス方式

・受注側か らの応答な し。

発 発注を応諾する

注

場合 ・受注の単価はマスターとっき合わせてチ ェック(単 価は事前に交渉)

の ・電話で折 衝。

発注に異議ある 一部欠品の場合は、

場合 ①分納にする、②全部納品しない、③一部欠品のまま納品 し、次回で調整、

成 のいずれかを選択する。
・発注内容を修正合意 したときは、受注者側で発注データを修正する等の処理をする。

立 発 注 書 等 ・な し

・緊急の発注をFaxで 行 う例がある

発 注 の
撤 回 ・ 変 更

・商品 コー ドの ミスは殆 どな い。

入 力 ミ ス (JANコ ー ドで1っ のコー ドに複数商品の対応 している場合があるが トラブルはな

い)

・数量 ミスは稀にあ るが返品で処理。

・VAN会 社 のホス トコ ンピュータの ダ ウンした例有 り。直 ちにユーザに連絡 されたの

シ ス テ ム 障 害 で、欠品等の トラブルは無い。
・当社 システムで落雷による瞬断等の事故を生 じたが実害はなかった。

(代替マシンも準備 していない。)
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㈹ 日用品雑貨製造業(A)②

・原則 は翌 日納 品
。

・売上伝票をオンラインで発注者に伝送(納 品データに相当)

納 品 ● 検 収 ・当社の請求と卸の支払データの不一致のケースが有る。原因は両者の〆期間の相違に
基づ く値引き額の乖離等。

(VAN運 営会社で請求 ・支払の違算解消のため請求照合データサービスを行ってい

る 。)

・受注デー タに対 して はセキ ュリテ ィ ・チ ェックを行 ってい る。

デー タの秘密保 持 ・VAN運 営会社はユーザーを直接見る事が出来ない仕組みとなっている。

・受注データ帳票の保管は短期間、MTに 落として永久保存する。
記 録 、 証 拠
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㈹ 日用品雑貨製造業(B)①

・家庭用洗剤等(販 売……受注)・VAN経 由

・受注先:卸 売業者約20社(共 同VANシ ステムによる)

・オ ンライン化率:家 庭用品の売上の5%

電 子 取 引 の 概 要 ・一部オ ンライ ン化 してい る。

(卸店が中小企業の場合、ホス トコンピュータを利用 した在庫管理を行えない限り、発

注データも扱えないのが実状。)

基 本 契 約 書 ・メーカー、卸間は在来の売買基本契約書のみ。

・オンライン処理に関 してはVAN運 営会社との間に契約書有り。

∨

・制度的 にはな し。

・セールス担当者と卸店の間で適宜折衝

事 前 折 衝 (卸店は、1年 分の在庫保有を標準 として補充発注)
・キャンペーンの場合に予備折衝を行 うこともある。

受 ・メールボ ックス方式。

・1日2回(12時 と17時)受 信。12時 受 信分 は翌 日7時 、17時 受 信 分 は翌 々 日7時 に

貨物引出し可能とす る。

発 発注を応諾する ・単価は別に定める。景品、値引きは別に処理する。

注

場合 ・納品前に売上データを送信。

の ・在庫量不足の場合、納品前に送信される売上データにその旨表示。

発注に異議ある ・当社マニュアルで、受注残管理方式(不 足分は後日手当された時に送る)を 取 ってい

場合 る旨を表示。

成 卸店によっては不足分にっいてキャンセル方式をとる者 もあり、当社は卸店の方式に

合わせるが、キャンセル方式の場合は手作業処理となる。

立 発 注 書 等 ・な し

・レアケ ースだが有 り。電 話での折衝。

(原因)

発 注 の ①当社セールスマンの売 り込みで一旦は受けたが、先方の思い違いがある場合。
撤 回 ・変 更 ②廃番品が卸店のコンピュータで生 きていてオーダーされる場合。

・上記の他同一 コー ドに複数商品が対応 している場合(景 品の付いている商品と付いて

入 力 ミ ス いない商品等)に 生ずる。
・その他商品マスターの変更時に生ずる。
・概 してシステムの融通性が小 さい反面 トラブルも少ない。

・VANの 回線 トラブルで発注データの届かなかった例有り。

シ ス テ ム 障 害 (VANか ら出力情報を得て手入力。)

・卸店から賠償要求されない限り、当社か らVANに 賠償を求めることはしない。
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㈹ 日用品雑貨製造業(B)②

納 品 ・ 検 収

・売上データが納品データに相当。

・代金請求と支払データの違算の例有 り。原因は出荷基準 と着荷基準の相違等による。

デ ー タの秘 密保持

・卸店か ら量販店への販売データについては1特 に秘密保持に留意 している。

……ID-NO .に よる管理。マシンは部門外の者は扱えない。

記 録 、 証 拠

・ホス トで3か 月保存、その後はMTま たはペーパーで長期保存。
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㈹ スーパ ーマーケ ッ ト(A)①

・食料品、日用品雑貨(仕 入……発注)・VAN経 由
・店ごとの発注伝票を商品別にまとめて発注

・商品マ スター:数 十万 種類

電 子 取 引の 概 要 ・仕入先の都合に合わせて、仕入のVANを 適宜使う。
・発注 タイ ミング:生 鮮 品 ・目配品 は毎 日、医薬 品、雑 貨は週2回 。

・受注の仕方 ①自動発注(一 定量を保有)、 ②(現 場の意見による)勧 告発注、

③(フ ァッション商品)POS情 報を見て、いっ見切 るか判断しながら発注
・小規模の仕入先でオンライ ン発注出来ないものにっいては、代表取引先に一括送信 し

アウ トプ ッ トを取 りに ごさせ る。

基 本 契 約 書 ・仕入先 との間には契約書な し。
当社マニュアルに従 って処理。(商 談内容は稟議書に記録)

・VANと の 間に契約 書有 り
。

(機密保持、暇庇有 る場合の責任等)。 仕入先とVANと の間にも契約書有り。

・制度的にはなし

・単価は営業担当と仕入先の間で適宜折衝。

事 前 折 衝

受 ・発注 …。VAN経 由 、VANに 届 いたことのみ確認、その先は分か らない。

・店または物流センターへの納品によって支払債務が確定するものとして取り扱ってい

る。(検 収印と入荷 日を納品書に明示 し、コンピュータに入力)

発 発注を応諾する ・価格:魚 は3時 半迄 に発注 し、原価は午後に判明。

注

場合 ・その他 商品……商品 マスターに登録。

の ・目配品は注文生産なので通常欠品はない。

発注に異議ある ・ラーメン:欠 品の場合電話で代替品を折衝。

場合 (午後10時 迄に店か ら注文を受け翌朝発注、翌々日納品)竜

成 ・発注内容を修正し納品された場合の処理

……伝票Nα何番の何行目の納品が変わった旨インプットし、これが買掛データとなる

立 発 注 書 等 ・な し

①追加……天候による追加等、電話で交渉 し、OKな ら別の伝票起こす。(押 込販売を

防ぐため当初伝票の修正はない。)

発 注 の ②削減……相手の了解が得 られた場合のみ削減(天 候等の事情)

撤 回 ・変 更 ③返 品……公取委の指導で今年4月1日 以降デパー ト、 スーパ ー、チ ェー ンス トア は基

本的に廃止。

(例外)特 約のある場合、大売出し、特売、入荷時の汚破損の場合のみ返品を認める

(バイヤーがチェックし手書き伝票で処理)

・数量等の入力 ミス……削減訂正は相手先との折衝による。

入 力 ミ ス ・ダブル発注……電話で折衝、データは先方で勝手に訂正させない。

・廃番商品の発注……商品マスターとの照合でエラー表示される。発注データは返送。

・VANの トラブルの例 な し。

シ ス テ ム 障 害 (損害賠償の特約はあるが適用例な し)
・仕入先でプログラム変更に際 し間違った発注データが出力された例がある(レ アケー

ス)。

・回線障害で発注をや り直 したことはある。
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㈹ スーパ ーマーケ ッ ト(A)②

・物流センターに納品されたものを、各店 ごとに仕分けて配送。

納 品 ■ 検 収 ・未納、過納を機械集計 し、月毎に件数、担当者名を出力 してアラームを出す。

・発注データの秘密性は余 り問題としていない。

(今後在庫情報のやりとりをするようになれば問題化する恐れがあるが現状では問題

デー タの秘密 保持 視する情報はない。)

・パ スワー ドで アクセスを制御
。

・発注データは1週 間、発注伝票は2か 月保管。

記 録 、 証 拠 ・仕入伝票(納 品データ)は 出力 し5年 保存

・上記データは別途MTで 長期保存。
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㈹ 無店舗販売代金の代行決済

・物流会社の関連協力会社と して、物流会社に配送を依頼 した無店舗販売業者(荷 主)

から委託をうけ、次の方法で代行決済を行 う。

即ち
・物流業者が一定期間内に荷受けした配送品にっいて荷主に代金を一括立替え払い

する(毎 週木曜日〆で1週 間分を次週木曜 日に支払 う)。

立替え金 は物流会社による集金で決済。返品分にっいては、荷主への次回立替え払
いの際に差 し引き清算す る。

電 子 取 引 の 概 要 ・以上のほか一定期間(1か 月)内 の物流業者による集金分をまとめて荷主に支払う

方法もある。

(割賦払いの頭金等…立替払いすると、キャンセル した場合にも、代金引落が自動

処理されて トラブルを生ずるため)
・以上のサー ビス業務を行うため、物流会社から次のデータがオ ンライン入力される。

①発送(客 の コー ドNα、商品、代金等)

②着店への到着
③配達(持 ち出し)

④配達完了
⑤持ち帰り
(以上物流会社の ドライバーが入力、当社へ転送)

⑥着店への入金(着 店で入力)
・翌日物流会社から当社へ集金分の送金データが送 られ、口座に振 り込む。
・荷主、物流業者、当社間で基本契約書有 り。

・荷主の コー ドを ミス入力 した例有 り。

入 力 ミ ス (代行決済前に判明する。訂正データ入力。)

・事例あり。時間が多少遅れる程度で顧客に被害の及んだ例はない。

シ ス テ ム 障 害
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⑰ 証 券 業①

・証券について、①委託注文を受 けた証券の売買の発注、②顧客か らの売買の受発注

(ホ ー ム トレ ー ド)・DDX

・昭 和45年 に オ ンライ ン開始 、各セールスマ ンが端末 を保 有(55年 まで マークシー ト方

式、現在は漢字入力可能)
・データ入 力は次の方式で行 う。

(顧客→証券会社)

①証券会社のセールスマンが顧客の委託注文を聞いて端末からホス トに入力

②(ホ ーム トレー ド)顧 客が家庭の端末か ら当社ホス トに入力

電 子 取 引 の 概 要 (証券会社→取引所)

①当社株式部の端末より紙テープ入力、取引所内の当社分室で出力、場に出す。(出

カデ一夕が場立ちの執行伝票として動 く。前場:9時 ～11時 、後場13時 ～15時)

②(場 電)大 口の注文は相場を撹乱 しないよう小分けて、当社株式部より、取引所内

分室へ電話で発注する(露 出し)。
*セ ールスマン→取引所をオンライン化すると、証券会社間の格差が表面化 し、大手証

券が優位に立つ結果となるので、一律にオフラインとし、同じ仕様のテープリーダー

を入れて同条件としている
*取 引所内の取引に関 して、2部 上場銘柄は全て画面を見なが らの"電 算立会い"に よ

るが1部 上場銘柄にっいては立会所での取引(場 立ち)を 意識的に残 している。立会

所での対面取引の場合は大きな値動きが制御される傾向があるが、画面操作による電

算立会いの場合は価格の変動が大 きく出やすい。

(最近AIフ ァジーを用いて値の飛びを防 ぐ工夫があ らわれている。)

・顧客、証券会社間ではホーム トレー ドの場合のみ基本契約書がある。

基 本 契 約 書

下欄参照

事 前 折 衝

発 ・(通 常の委託注文)

客は直接入力せず、当社セールスマンに口頭で依頼 し入力させる。

発注を応諾する ・(ホ ー ム ト レー ド)

注 場合 客が直接入力するが証券会社で一旦受け、担当セールスマンがチェックする。

必要に応 じて電話で照会確認を求める。

の

客の誤りの訂正や、証券側で意見の有る場合等はその際に折衝す る。

成 上記参照

発注に異議ある
立 場合

・な し

発 注 書
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(m証 券 業②

・客か らの委託注文の撤回、指 し値訂正にっいては、未だ取引所の場に出していない間

受 は申し出に応ずる。場に出した後は、一応撤回、変更の申し入れを出してみて、成り

発

注

の 発 注 の撤 回 ・

行きに任せる。

成
立
変更

・(エ ラーの例)

①客の買い注文を聞いて別の客の口座NOで 処理。

②売りと買いの注文を取 り違えて処理。

入 力 ミ ス ③指 し値注文を成り行き注文と間違える。
*執 行 ミスがあった場合は直ちに証券会社で反対売買を行 う。
・(コ ンピュータによるチ ェック)

客の口座の有無、(売 りの場合)保 有銘柄、株数、(指 し値の場合)値 幅等。

・1988年 の東証 システムダ ウンの事例。

……客の委託注文でなく、証券会社の取引所への発注が朝の寄付 きに集中 し、執行で

シ ス テ ム 障 害 きな くな った。

(ピーク時の業量読み違いによるシステム設計上の問題)

・売買約定成立の連絡。

納 品 ・ 検 収 ・証券取引法による売買報告書の交付。

・営業関係の情報と事務管理情報とは、それぞれの担当部署か らのみアクセスできるよ

うに して いる。

デ ータの秘密保 持 (パスワー ドによる管理、データの受け渡 し管理、授権カー ドがないと端末機が動か

せない)

・電子データは短期間保管 し以後MTで 永久保存。

記 録 、 証 拠 (顧客の委託注文原票(紙)は 永久保存)。
・基本的には紙で保存。
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㈹ スーパ ーマーケ ッ ト(B)①

・食料品日用品雑貨(仕 入……発注)・ 生鮮品以外はVAN経 由

・昭和56年 よ りオ ンライ ン化。一般食品か ら始 めた。
・現在取扱商品の8割 はオンラインにのせる。

商品 コー ド:約10万 ア イテム。

仕入先は小規模業者が多い。
・(発 注の仕組み)

①(生 鮮品以外)VAN6社 経由:メ ールボックス方式。毎日午後4時(グ ローサ リ
一) 、7時(目 配 商品)に 発注。 目配品 は翌 日、その他 は翌 々日納品。

電 子 取 引の 概 要 (近 くの取引先には、急 ぐ場合テープで手渡すこともある。)

②(生 鮮品)VANを 経由せず、市場に駐在する当社バイヤー宛に発注データを伝送

し、バイヤーが仲介業者を介 して買い付ける。毎日午後1時 発注、翌 日納品。

・仕入先 との間に、オンライン取引に関して契約書はな く、当社マニュアルに従 って処

理。打ち合わせば適宜行っている。

基 本 契 約 書 (その他商品売買契約書はある。)

・特売の場合のみ事前折衝し、2週 間位前に発注。

事 前 折 衝

再
又

・(生 鮮品以外)

発
発注に対 して応答はなく、納品される。

・(生 鮮品)

発注を応諾する 発注 したときに、市場内の当社バイヤーから欠品の連絡がなければ応諾された ものと

注

の

場合 して扱 う。

成 ・(生 鮮品以外)

流通セ ンターへ納品され、バーコー ドラベルを商品に貼る時、未納品が確認される。

発注に異議ある ・(生 鮮 品)

立 場合 発注時に、当社バイヤーが市場の仲介業者に欠品を確認
・(未 納分の処理)

未納分は発注キャンセルする。

(その後手当てできるようになった時は新たに発注する)

・原 則 と して な し

発 注 書 (緊急時手書き伝票で発注……全体の三割。後 に入力。)
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㈹ スーパーマーケ ッ ト(B)②

受
発

注

・原則としてな し

・返品はバイヤーを経由 し、そのっど取引先と交渉 し、了解がえ られた場合に行 う。
の 発 注 の撤 回 ・

成
立
変更

・単純な入力 ミスは殆どない。
エラーデータの殆どは原票の間違いによる。
・エラーデータを入力 したときは原則としてそのまま納品させる。

入 力 ミ ス ・(VANセ ン ターで は、パ リテ ィ ・チ ェ ックをか ける。 メール ボ ックスの取 り忘 れに

対 してはVANセ ンターから連絡。)
・コー ドの間違 いは機械 では じく

。

・月1回 程度回線事故がある。

シ ス テ ム 障 害 ・VANセ ンターの システムダウンで仕入の遅れた例がある。

(発注データが来ない旨仕入先から連絡があ り、伝票のテープを直接渡 した。)

・納 品デー タが オ ンライ ンで伝送 され る。

納 品 ・ 検 収
・納品データに基づいて支払を行 うが、請求データとの不一致の例は多い。原因は、

①手書きの伝票が混入 しダブリとなっている、②未納分にっいては伝票の修正 ミス等

・売れ筋情報は当社限りで管理 している。

(顧客情報はギフ ト関係で少量保有 しているのみ。)

デ ー タの秘密 保持
・VANセ ンターとの間には守秘義務の約定がある。

・発注データ:短 期間保管、その後MTで 長期保存(5年 程度)

記 録 、 証 拠
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㈹ アパレル製造販売業①

・アパ レル製品(販 売……受注)・VAN経 由

・(販 売先)

①デパー ト:売 上は総売上の1/2を 占めるが、電子化は一部のみ。

② 大販店(ス ーパ ース トア):売 上 は総売 上の1/4、 そ の100%が 電 子化 されてい る

③中販店(各 地のチェー ン店):50%電 子化、最近オ ンライン化の動 き進展。

④専門店、小規模小売店:電 子化少ない。
・(仕 入先)

メ ーカー:一 部 オ ンライ ン化が始 まってい る。売れ筋情報を流す動 き もある。

電 子 取 引 の概 要 *大 販店に対する販売取引の電子化が先行 しているが、定番品、別注商品が多 くコー ド

化が容易なため。
**デ パ ー トの場合 はブラ ン ド商品で点数 も多 く、大 きい括 りの コー ドのみで、 ファ ッ

ション性の強い商品の色違いまで絶対単品コー ドで仕分けることは困難。

・オ ンライン取引に関する契約書……各販売先の書式に合わせて保有。

(主な契約内容)

基 本 契 約 書 ・データの種類 ・業務のサービス時間帯 ・システム使用料 ・委託料金

・契約期間 ・損害賠償 ・機密保持 ・解約

・契約について疑義を生 じた場合の扱い(そ の都度協議)

・(対 大販店)

来年の商品構成、ブランドは今秋提示 し、相手の了解を取りつける

事 前 折 衝 ・(対 デパ ー ト)

来年の商品構成を売場に応 じて今秋決める。

再

・以上により大体の数量予測を立て、仕入先メーカに生産計画を紙で指示。

又
・発注… …VAN経 由、 メール ボ ックス方式。1日2回 アクセ ス。

発 ・発注に対する応答はない。

(デパー トの場合、問屋の営業担当者が先方と折衝 し、成約内容を相手に代わって伝

発注を応諾する 票化 し、相手が入力するのが実情)当 社は先方指定の値札をつけて出庫待機 している

注 場合
・大販店等の販売は問屋を通さず、商品が大販店の物流セ ンターに一旦入 り、そこを出

の

た時に売上が立つ。

成 ・小売店か らは、在庫品の売れた分だけ極端な小ロットで発注 される場合が少なくない

納品のスピー ドが要求され、欠品率が高いとペナルティを取 られることがある。

発注に異議ある
立 場合 ・(欠 品の場合の処理)

欠品分を取 り消す場合と、次回に納品する場合がある。

発 注 書 ・な し
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㈹ アパレル製造販売業②

・発注自体の撤回、変更はない。

受 ・当初計画どおり売れないときは発注が来ない。仕入先メーカーが清算に掛かっている
発 ときは当社で引き取る。

注 (返品)
の 発 注 の撤 回 ・ ・(デ パー ト、大販店)発 注～納品は単なる計画のプロセスに過ぎないという意識で理

成 変更 解されている。計画どおり売れなければ即返品。
立 (但 しスーパ ーで はバ ーゲ ン品 と して再販のケー ス有 り。)

・ 〔小規模小売店〕買い取 りが原則だが現実には難 しい。(バ ーゲ ンセールをして一部
返品等の扱いとなる。)

・デパー トの場合はエラーの入る余地がないが、大飯店の場合はあり得る。

(例)

入 力 ミ ス ①対応 しない品番……先方に問合わせる。

②数量の誤り……そのまま出庫する。定番品はその後の受注で リカバ リーしやすい。

③色の誤 り… …返品 か納 品かはケー ス ・バ イ ・ケ ース

・販売先のハ ー ド、 ソフ トの トラ ブルが数件あ る。

シ ス テ ム 障 害 ・VAN… … 軽微 な トラブルはあ るが実害 な し
。 テープで受注デ ータを もらった例 もあ

る。

・販売先で発注伝票 と納品をチェックし、欠品があれば発注データを修正。

納 品 ・ 検 収
・代金支払と請求データの不一致の例は、バーゲン等値引きの場合に起 こる。

(修正額を入れる方法 と、正価と値引き額を別々に入れる方法との混同等による。)

・特記事項なし

デー タの秘密 保持

・データは3日 間保管 の後 、MTに 落 と して1年 保存。

記 録 、 証 拠 経理データは法定期間保有。
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⑳ 眼鏡製造 ・販売業(共 同システム)①

・眼鏡 レンズ(販 売店……発注、 レンズ メーカ ー、卸店 ……受注)

・共通VAN経 由

・当共同システムは、眼鏡小売店との受発注オ ンラインシステムを稼働させている先行

3社 に対抗 して、 レンズ メーカー8社 に より形成 された。

・参加を希望するメーカー、卸店、小売店は誰で も参加できる。
・眼鏡小売店に発注専用端末機を置き、

①卸店売常備レンズの発注と、② レンズメーカー宛特注 レンズの発注及び納期照会を

行 っている。(レ ンズの属性 は、凸 ・凹 レンズ、度数 、大 きさ、色、偏心、ふ ち厚等

電 子 取 引 の 概 要 多種にわたる……数十万アイテム)
・フレームにっいて は現在 コー ド化 されて いな いが 、発 注 システムを検討 中。

・共同システムの協会とVANの 間でVAN使 用契約書有り。

・共 同 システムのメ ンバー は加入 に際 し、 フォーマ ッ トの統一、通信 プロコ トコルの非

基 本 契 約 書 公開を約定。

・レンズメーカーは レンズガイ ドをあ らか じめ眼鏡店に配布 しているが、眼鏡店は発注

に際 し、そのつど特注品の範囲、納期等について レンズメーカーに問い合わせている

事 前 折 衝

受
・発 注方 法:VAN経 由 メールボ ックス方式。

受発注のメールボックスへのアクセス頻度は受注者により異なる。

発 ・受注者の応答はな く、VANか ら配信通知が返送 される。

発注を応諾する
注

の

場合

成 ・(特 注 レンズ)

オーダーメー ドなので納期が主な調整事項となる。

発注に異議ある
立 場合

・な し

発 注 書
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⑳ 眼鏡製造 ・販売業(共 同システム)②

凪

・特注 レンズの発注の撤回 ・変更は原則として認められない。
又

発 (電話、FAX等 で各社個別に対応。発注後30分 以内なら認める等の扱いをした例もあ

注 る 。)

の 発 注 の撤 回 ・

成
立
変更

・殆 どない
。

・発 注デー タに関 して は
、VANセ ンターで、 レンズ製作範囲の チェ ック、納期 チ ェッ

入 力 ミ ス ク、取引先チ ェックな どを行 う。

・モデムでのレベルの差、例えばモデムの容量等による障害例有 り。
・データ化けの例もある。 レンズメーカーの側で不審なデータを見れば調査をかけるの

シ ス テ ム 障 害 で トラブルは少ない(文 字が異常な旨のメッセージが出た例 もある)
・2重 発注の危険があるので再入力は しない。

・発注 レンズの納期は一応の目安に過 ぎない。

納 品 ・ 検 収 (発注に当たって納期確認をした場合 も同様)

・納品書を添えて納品。

・眼鏡店や卸店における売れ筋情報の公開は、競合他社の参加 しているVANセ ンター

として はで きない。

デー タの秘密 保持
・VAN使 用契約で守秘義務の特約有り。

・発注データは照合可能な形で保存。

記 録 、 証 拠 その他VANに 記録 を残す。
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〔コメ ン ト〕

企 業 間 の 電 子 取 引(受 発 注 の 成 立 過 程)

に 関 す る 問 題 等 に つ い て

1.前 述のよ うに当協会 は、企業間の電子取引の普及促進を図 るため、従来か らビジネスプ ロ ト

コルの標準化な ど技術的 ・実務的側面の調査研究を進 めて きたが、 これに加 えて さ らに法的側

面か ら電子取引の実態把握 と問題 の分析や対策の検討 を行 うこととなった。

前述の実態調査 は以上の観点か ら行われた ものであ るが、取引の内容 は、わが国の企業間取

引の特徴を色濃 く反映 して いる もの と思われ る。すなわち調査事例 は例外な く特定企業間の継

続 的な受発注取 引に係 わる ものであ り、不特定の先を対象 とす る競争契約的な事例 はない。そ

のため契約の成否 や成立時点等 は必ず しも明瞭で はないが 、期 日に未納を生 じて も契約責任を

追及 され る例 は僅少 である。 しか しそれ らの実態 は、後述の よ うに法的側面か らの検討の必要

性 を減殺す るもので はない。

以下 に述べ る問題 点等 の指摘 は、主 として前記実態調査 の範囲内 における もので あるが 、今

後は、調査未了のVAN企 業 を含め、また実態調査の中では必ず しも明確 に現れて いな いが将

来問題 とな り得 べ き事項について も、検討を加 え ることと したい。

2.オ ンライ ンによ る受発注取 引は、対面交渉や電 話、手紙、 ファクシミリ等 によ る取引 の場合

とちが って、受発注の内容が コー ド化 され、受 発注を直接受 けるのが人ではな く、 コンピュー

タであ る点 に特異性があ る。 しか し、 このよ うに取 引の成立過程 において コン ピュー タへ の入

力 という方法が と られてい る場合で も、それ は、 コンピュータの背後 にあ る人間の意思 を前提

とす る行為で あるとい う点では、電話や手紙 による場合 と同様 である。そのよ うな意味 で、電

子 データによる受発注 も、理論的には意思表示を中核 とす る法律行為 としてみ ることが で き、

また、実務上 も、そのよ うな考え方を前提 として進め られてい るもの と考え られ る。

オ ンライ ンによる受発注 は、 このよ うに意思表示による取引であ り、 これ によって当事者間

に売買 その他 の契約 関係が形成 され、その契約義務の履行 と して実務 は進行す る ことにな る。

この法律関係には、民 商法等の契約 に関す る諸法令が適用 され ることになるが 、 このよ うな新

しい仕組みを もっ取 引に対 して は、適用 され るべ き法規定やその法律要件が不明確であ った り

それを適用 した とき結 果の具体的妥当性を欠いた りす る場合 も生 じうる。 そのよ うな場合 、当

事者 間の特約な どによ り、可能 な限 り、事態に即 した法律関係が形成 さるよ うな工夫が され な

ければな らない。 また、当時者間で これ までな されて きた取 引慣行その もの について も、オ ン
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ライ ンによる受発注取引の導入に伴 い、 システム上の整合性を はか り、明確化す ることが必要

となることも生 じるであ ろ。

3.こ のよ うな観点か ら問題 とな りうるよ うな事象を、オ ンライ ンによる受発注の成立過程 につ

いてみ ると、まずオ ンライ ン取 引に固有 の事象 と して次の点が挙 げ られ る。

(1)意 思表示(デ ータ)の 到達

意思表示 に関する民法の通説 によれ ば、意思 表示を内容 とす るデータの 「受信」 によって'

意思表示が到達 したとみ られ る。発注 データの伝送 にVANが 介在 しメールボ ックス方式が

用い られてい る場合には、VANの メール ボ ックスに発注 デー タが納め られ、受注者が アク

セ ス可能 にな ったときに、発注デ ータの受信が あ った とみる例が多い。

その よ うなみかたをす ると受注者が メールボ ックスか ら取 り忘れた場合は、発注デ ータを

受信 したが了知 していない という状態 にな るが 、企業間で は継続的な売買取引が行われてい

る場合 には、発注デー タを受信 して遅滞な く拒絶の通知 を発 しない ときは、発注内容を了知

していな くて も、契約 の申込を承 諾 した とみなされ る(商 法509条)。

実態調査を行 った限 りで は、 このよ うな事故 は、VANが 受注者 にア ラームを出す ことに

よ って未然 に防止 され ている。必要 があれば、VAN利 用契約にその旨規定す ることも考え

られ る。

(2)責 任の表示 、無権 限ア クセ ス

文書による発注の場合 は通常 、発注会社の責任において発注 した ことを証す る方法 として

は、あ らか じめ発注行為 に関 し代理権 限を有す る者 の氏名等を相手先 に届 け出た うえ 、発注

書 に行為者 の代理権限の表示 および記名捺印等が為 され る。電子 データによ る場合 は、 これ

に代わる方法 と して、パ スワー ドや端末 コー ドを別途相手先へ届 け出た うえ、それ らを個 々

の発注 に際 して用 いる等の方法が ある。

権限のない者がパ スワー ドや端末 コー ドを使用 して発注デー タを入力 した場合 に契約の成

否、効力を どのよ うに考え るか とい うこと も検討 を要す る課題であ る。

(3)デ ータの証拠 力

オ ンライ ンによる受発注 データは、通常磁気 テープや フロッピーデ ィスクに記録、保存 さ

れ る。民事訴訟が生 じた場合、 これ らの コンピュータ ・デー タに証拠能力がある ことはほぼ

異論が ないが、文書の場 合 とちが って、 コンピュータ ・データは通 常書 き替えが可能であ る

とい う点に問題があ る。 これ らに関す る検討 は次年度に行 う予定であ る。

(4)シ ステ ム障害 によるデータ伝送 等の事故

システ ム障害や操作上のエ ラーによ り、デー タの伝送が お くれた り、伝送 され なか った り

一42一



二重発信 、誤配 、データ化 け等の事故 を生ず ることがある。

これ らの事故 につ いては、責任の所 在や損害 の配分 とい う問題 を生ず るほか、契約の成立

過程 に も問題を生ず る場合があ る。 これ らの問題を どのよ うに考 え、対処す るかが課題 とな

る。

(5)錯 誤 による入力

入力す る際の キーの押 し間違 い(表 示 の錯誤)、 コー ドの意味の とり違 い(内 容の錯誤)

等 、オ ンライ ン取引 に固有の問題を生 ず る。 このほか発注前における原票の間違いや、注文

の誤解等動機の錯誤 とみ られ るケース も少 な くない。

民法の規定お よび解釈 によれば、意思表示の重要な部分にっいて表示の錯誤 または内容の

錯誤が あるときは、表意者 は意思表示 の錯誤 による法律行為 の無効.を 主張で きる。動機 の

錯誤 につ いて は、判例はその動機が意思表示 に明示されない限 り無効を主張で きないと して

いる。

実務の取扱い は民法の規定 と必ず しも一致 しない。すなわち①発注後一定期間内に限 って

理 由の如何を問わず、発注の撤回、変更 を認 める場合があ るが、それ以外 は② 表示や内容 の

錯誤か、動機 の錯誤か といった表示者側 の内部の事情の如何 を問わず、受注者の側で発注 の

撤回、変更(い わゆ る巻 き戻 し)に よ って実質的な損害を生 ず るか否か、 またそのよ うな損

害を発注者が補償す るか否か等の事情 を考慮 し、発注の撤 回、変更を行 ってい る。例えば受

注者の側で発注 に基づ く生産に着手 したか、その進捗状況や、既 に製品化 した後であれば転

売 は可能か、転売の際の値引 き分を発注者が補償するか等の事情が考慮 され る。 そのよ うな

取扱い は当事 者の合意 によって行われ るが、契約書 は作 られていない。

そのよ うな実務の実態 は、当事者 の利害の調整を基準 とする ものであ って、概ね合理 的な

取扱いが為 されてい ると考え られ るが 、当事者の力関係で左右 され る可 能性 もあ り、標準 的

な合意の在 り方 を示 す ことが必要 と思われ る。=

*法 律行為 の無効 とは、法律 行為 につ いて当事者 の意図 した効果を生 じない ことをい う。

4.次 に必 ず しも純粋 にオ ンライ ン取 引に固有の事象 とはいえないが、オ ンライ ン取引の背景 を

為 し、オ ンライ ン取 引によって加速化 されてい る受 発注の多品種化、 ロ ッ トの少量化、処理件

数の大量 ・高頻度化 、納期の短縮等 に伴 う問題がある。オ ンライ ン処理 の内容を為す大量件数

の継続取 引に固有 の問題が、オ ンライ ン処理 に伴 って クローズア ップされ て来た とみ ることも

で きる。

すなわち、オ ンライ ンによ る企業 間の継続的な受発注取引においては、発注データのみで受

注 デー タを送 らず 、納品が行われ るという方式 が大多数を 占めているため、受発注 によ る売買

一43一



契約(注)等 の成否が必ず しも明 らかでない とい う問題で ある。

企業間の継続的 な受発注取 引が文書 を中心 として行われて いた時代 には、基本契約 に基づ き

発注書に対 して請書を送 ることによって、個 別的な売 買契約を成立 させ る方式が標準 であった

と考え られ る。 これ に反 し実態調査 によれば、発注デー タに対 し受注 データの送 られ るのは、

少数 の例 に とどまている。

これ は受 注デー タの送信 に伴 う事務負担や コス トの節減 という要請 による もの と考 え られ る

が反面、以下 に述 べるよ うに売買契約の成否が不明確 となるケースが あ り、問題 を生ず る可能

性があるので、契約書上 の手当てが必要視 され る。

(注)受 発注取引には売 買の ほか請負等の契約形態 もあ り得 るが、標準的 な もの と して、以下

「売買契約」を もって代表させ ることとす る。

(1)売 買契約の成否は どのよ うな場合 に不 明確 となるか。

発注 デー タに対 して受注 データが送信 され る場合 は、申込み と承諾 に相 当す る発注デ ータ、

受注デー タの送信 によ り個 々の売買契約が成立す る もの と解 され、契約 の成立 は比較的明瞭

で ある。

発注デー タに対 して受注データが送信 されず 、納品が行われる場合 は、当事者 間にどのよ

うな契約 が成立 してい ると解す るかが問題 とな る。企業間の継続取引 については、

① 基 本契約 に基づ き、個 々の発注 によ り個別 の売買契約が成立す ると考 え られ る場合 と、

② 包 括的な売買契約 に基づ き、個 々の発注によ り、分割 された履行義務が発生す る と考

え られ る場 合があ る。(注1)

①の場 合、個 々の発注 に対 して受注者が諾否の通知 を発 しない ときは商法509条(注2)

によ り、 申込を承諾 した もの とみ なされ るケースが多い と思われるが 、基本契約 書な しに新

たに取引を開始 した直後の ケースや 、発注内容 に対 して受注者側か ら電話で異議 が述べ られ、

記録がな い場合 は、売 買契約の成否が問題 とな ろ う。 また発注デー タに対 して期 日に一部 の

納品が行われた場合 、未納分の取扱 いにつ いて前 もって契約がな く、電話 による合意内容の

記録 もないとい うケースで は、未納分 につ いて売買契約 の存否が問題 となろ う。

なお②を前提 とす る場合 は、包括 的な売 買契約及 び発注デー タによ る履行義務の発生 は明

らか となるが 、① と② のいずれに解 す るか とい うこと自体が必ず しも明瞭ではない。

(注1)以 上 のほかに も標準的な売買契約 の形態 を考え る必要が あるか とい うことも検討課

題で ある。例えば個 々の発注が納品の義務 づけで はな く、単 なる納品の指示 を意味す る

よ うな形態が考え られ る。

(注2)商 法509条

商人 力平常取引 ヲ為 ス者 ヨ リ其営業 ノ部類三層 スル契約 ノ申込 ヲ受 ケタル トキハ遅 滞ナ
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ク諾否 ノ通知 ヲ発 スル コ トヲ要 ス若 シ之 ヲ発 スル コ トヲ怠 りタル トキハ 申込 ヲ承諾 シタ

ルモ ノ ト看倣 ス

(2)売 買契約 の成否が不明確 な場 合どのよ うな問題を生ず るか。

(i)売 買契約 の成否が実務上問題 とな るケースと しては、例えば複数の相手 と競争契約の形

で売買契約 を行 う場合が考え られ る。 しか し特定の企業 間におけ る継続 的な受発注取 引

の場合 は、経常的 な取引関係が存続 している限 りにおいては些程問題 を生 じて いな いとい

うのが、わが国の国 内取引における実態である。

たとえば流通業 にお ける在庫補充のための継続的な発注取 引を例に とると発注デ ータに

対 して、受注側 に数量や納期に関 して異議があ るときは電話で折衝が行われ るが、折衝の

内容や結果 につ いて必ず しも記録 は残 されず、 また時には電話連絡 も不十分 なまま納期に

一部未納 を生ず る こと もある
。 しか し契約違反 によ る責任が追求 され ることはない。未納

分 にっいては、そのつ どの協議あるいは前 もっての合意 に基づ き、発注がキ ャンセル扱い

となった り、後 日商品の手当てがで きた時に納品す るとい う処置が と られ、次回以降の発

注で数量等 が調整 され 、格別問題が生ず ることはない。

もっとも納期 お くれ等の契約違反 は別に記録 されて適宜注意を促 されてお り、そのよ う

な契約違反 が積み重 なれ ば、継続取引その ものを切 られるか もしれない とい う不 安が契約

遵守のイ ンパ ク トとなってい ることは事実で あるが、個 々の契約違反 が法律上の問題 と し

て責任追求等が行 われ ることはほとん どないのが実 態である。

製造業におけ る継続的 な発注取引の場合は、全体計画 との関連で納期管理 はよ りシ ビア

に行われ る。納期遅れ による損害の補填を求め るケースも実 際に生 じているが、総体 と し

ては レアケースで あ り、個 々の契約責任を追求す るよ りも、発注先 に対す る総合的な評価

による継続 取引その ものの存否が契約遵守への イ ンパ ク トとな って いる点は、上記 と同様

である。

(li)し か し以上のよ うに契約の成否や契約内容が不明確な場 合が あるとい うことは、異例の

事態等の場合に当事者 間の折衝や状況への適切 な対応に支 障を来すおそれを生ず る。例え

ば、

① 発注を拒絶 した り、発注内容 を修正合意 した場合に、その明確 な記録を残す ことは、

納品や代金決済 に関す る トラブル防止や交渉の 円滑化のために必要であ る。

② 外資系の企業 との受発注取引や 、将来国際間の受発注取 引など も行われるよ うになる

と、従来の国内取 引の場合 とちが って、契約 内容や契約 責任 の明確化の必要性が現実の

ものとな ることが予想 され る。

また取引形態 において も、複数 の相手を前提 と して競 争契約 の形で受発注取引 を行 う
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よ うなケースが現れ る可能性 もあ り、その場合 に も契約 関係 の明確化が必要 とな る。

③ オ ンライ ンによる継続的受発注取引 は、相互の信頼関係が前提 となっているため、当

事者の倒産 という可能性 は意識 されない まま、実務が進 行 しているのが実態であ るが、

経済現象 としての当事者 の倒産 を無視す ることはで きない。 当事者が倒産 した場合は、

契約の成否や契約内容 の不明確であ ることが一挙に問題化 す るおそれがある。

以上のような問題への合理的な対応を可能とするためにも、契約の成否や適切な契約内

容を明確化することが必要視される。
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